
環境行動目標に対する制定経緯 
年度 日本経済団体連合会の取組み 不動産協会の取組み 備考 

1997 
経
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連 
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境
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主
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計
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象
期
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（
毎
年
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ロ
ー
ア
ッ
プ
調
査
を
実
施
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 「自主行動計画」（～2012 年度が対象）の策定
不
動
産
業
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け
る
環
境
自
主
行
動
計
画
対
象
期
間

（
毎
年
度
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
調
査
を
実
施
） 

 「不動産業における環境自主行動計画」の策定  経団連の自主行動計画に対して当初より参加 

 本社機能所在ビルのエネルギー消費に関する目標

を設定 

2009 

 「低炭素社会実行計画フェーズⅠ」（～2020 年

度が対象）の策定 

 各業界団体に対して参加要請 

 「不動産業における環境自主行動計画（第 5版）」

の策定 

 「新築分譲マンションにおける環境自主行動計

画」の策定 

 本社機能所在ビルの目標水準の改定に加え、新築

オフィスビル、新築分譲マンションについても設

計性能に関する目標を設定 

2010 

  「不動産協会低炭素型まちづくりアクションプラ

ン」の策定 

 経団連からの低炭素社会実行計画への参加要請を

受け、計画内容の検討を開始するにあたっての方

針を整理 

2012 
   

2013 
経
団
連 

低
炭
素
社
会
実
行
計
画
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象
期
間 

（
毎
年
度
フ
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ロ
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不
動
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ロ
ー
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査
を
実
施
） 

 「不動産業環境実行計画」の策定  不動産業環境実行計画の一部（温暖化対策部分）

を低炭素社会実行計画として経団連に提出 

 本社機能所在ビル、新築オフィスビル、新築分譲

マンションの目標を策定 

2014 

 「低炭素社会実行計画フェーズⅡ」（～2030 年

度が対象）の策定 

 各業界団体に対して参加要請 

 「不動産業環境実行計画」の改定  本社機能所在ビルの 2030 年度目標を策定 

2015 

  「不動産業環境実行計画」の再改定  新築オフィスビル、新築分譲マンションの目標を

改定 

2016

以降 

 引き続きフォローアップ調査を実施  引き続きフォローアップ調査を実施  

 

目標の達成状況を考慮しつつ改定 


